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特集　国際経済政策の今後

GATT／WTOルールの経済的意義

大　山　道　広＊

　現代の国際貿易制度の基礎にあるGATT／WTOルールの経済的意義を明らかにする．その基本原
則である無差別主義（最恵国待遇原則）と相互主義は貿易自由化交渉のルールとして互恵的で，しかも

効率的な交渉結果に導く．とはいえ，産業調整費用を考慮すれば，一挙にグローバルな貿易自由化を

実行することはかえって望ましくない．GATT／WTOが関税の存続を認め，漸進的な貿易自由化を
はかってきたのはそのためである．産業調整費用が重要であれば，貿易自由化を時間的に遅らせるだ

けでなく，場合によっては同時に空間的にも限定することが合理的である．GATT／WTOが域外諸
国との貿易を阻害しないという条件のもとで自由貿易地域，関税同盟などの地域経済統合を容認して

いることはこの意味で妥当である．本稿では，関税同盟に関するKemp－Wan定理に閉門を与えると
ともに，同様の命題が自由貿易地域についても成立することを示す．

1．はじめに

　1947年に23憂国が参加して発足した
GATT（General　Agreement　on　Tariffs　and

Trade）は，前文で「関税その他の貿易障壁の大

幅な軽減と国際通商における差別待遇の除去に

向けて相互的かつ互恵的な取り決めを結ぶこと

によって，生活水準の向上，完全雇用の確保，

実質所得と有効需要の増大，世界資源の完全利

用，財貨の生産と交換の拡大をはかる」と謳い，

8回に及ぶ多国間交渉（ラウンド）を通じて世界

の貿易自由化に大きく貢献した．最後のウルグ

アイラウンドを経て，1994年に2つの付属文書

を含むマラケシュ協定が合意され，そ：れ’に基づ

いて1995年からWTO（World　Trade　Organi・

zation）が設立された．　GATTはたんなる国際

協定であったが，WTOは世界銀行，国際通貨

基金と同様の国際機関であり，GATTを受け

継ぐとともにその組織・機能を強化し，対象範

囲を拡大した．GATT締結以来，締約国の数

は着実に増加し，WTOが発足した1995年初

めには128力国となり，その後さらに130数力

国に増えている．現在の国際貿易制度を

GATT／WTO体制，国際貿易政策を律するル

ールをGATT／WTOルールと呼んでも過言で

はあるまい．これから21世紀にかけて，この

体制・ルールのもとで国際的に移動可能なすべ

ての財・サービスについて貿易障壁や差別待遇

がさらに軽減され，グローバルな貿易化が推進

されることが期待される．

　ところで，GATTが経済学的な意味での自

由貿易主義に基づいて構想されたとは言えない

という見解や，その基本理念は重商主義的なも

のであるという見方さえある．確かに，GATT

には自由貿易の実現を目標とするという明確な

記述はない．それどころか，相殺関税や反ダン

ピング関税の規定（GATT第6条），国際収支

擁護のための輸入制限に関する規定（第12条），

そしてセーフガード（第19条）の規定などは，

輸出は国家にとって利益になるが，輸入は損失

であり，貿易差額の減少は国家にとって由々し

き凶事であるという反経済学的な思想を表して

いると読むことも不可能ではない．GATTの

基本原則と見なされる相互主義（principle　of

reciprocity）の規定（前文および第28条）でさ

え重商業主義的な交渉ルールと解釈することも

できる1）．しかし，GATT／WTOが数量制限を

原則として禁止し，関税の引き下げを推進しよ

うとしていることは疑いをいれない．そのパラ

ダイムに重商主義の痕跡が認められるとしても，
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GATT／WTOの基本原則である無差別主義
（principle　of　non－discrimination）はもちろん

のこと，相互主義もまた世界資源の効率的な利

用に資するという意味で経済学的に有意義なも

のである．本稿では，経済理論に基づいて

GATT／WTOルールの意義を明確にしたい．

　本稿は以下のように構成される，第2節では，

国際経済の一般均衡モデルの枠内で異なる2つ

の状況の経済厚生を比較し，その優劣を判定す

る条件を明らかにする．これは以下の分析の基

礎となる．第3節では，GATT／WTOルーノレ

の基本原則である無差別主義，特に最恵国待遇

原則の経済的意義を論じる．第4節では，最恵

国待遇原則が適用されない重要な事例として，

自由貿易地域，関税同盟等の地域経済統合をと

りあげ，一定の条件のもとでそれ，らが世界の資

源配分の改善をもたらすことを示す．第5節で

は，GATT／WTOルールのもうひとつの基本

原則である相互主義について考察する．一般に

はよく理解されていないようであるが，2国間

の関税引き下げ交渉が相互主義に基づいて，し

かも最恵国待遇原則を前提として行われるなら

ば，交渉当事国にのみならず自余の世界にも経

済厚生上望ましい結果をもたらすことを明らか

にする．最後に，結論に代えて最：近広範に論じ

られている国内規制の国際的同一化（interna－

tional　harmonization　of　domestic　policy　mea・

sures）の問題に言及する．

2．厚生比較の基準

　GATT／WTOルールの経済的意義を明らか

にするためには，経済厚生の判断基準を用意す

る必要がある．経済学で最も広く受け入れられ

ている基準は，異なる経済状況を資源配分の効

率性によって比較するパレート優越性の基準で

ある．

　以下の分析に必要な限り単純化して，この基

準による厚生比較定理を示しておきたい．世界

に有限個の財（サービスを含め）があるものとし，

それらの財の対外取引に従事する一国（あるい

は何らかの国家連合）の静態競争経済を想定す

る2》．これらの財は最終消費財であっても中間
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財ないし生産要素であってもよい．また，貿易

財であっても非貿易財であってもよい．2つの

異なる状況S’，S”について開放経済の均衡を

考え，単純化のために，国内（あるいは連合内）

の消費や生産に対する課税・補助金や外部経済

は存在しないものとする．いまρ’，ρ”を状況

S’，S”における国内（あるいは連合内）の均衡

価格ベクトル，ゴ，灘”を均衡消費量ベクトルと

すると，所得分配の如何にかかわらず

　　　　　　　　カ”必”≧ρ”ガ　　　　　　（1）

という関係が成立するならば，この国（もしく

は連合）の観点から見て，S”はS■にくらべて

経済厚生上潜在的にすぐれている（もしくは劣

っていない）と言うことができる．この場合，

すべての消費者の効用がS’おいてS”より高

くなることはありえないからである3）．もしあ

る財が直接消費されない中間財ないし生産要素

である場合には，その消費量はいつでもゼロと

なる．状況S”において，財ガの輸入に従価税

率あの関税が輸出国の如何にかかわらず一律

に課せられているものとしよう．このときの国

際価格（あらゆる供給源からの輸入価格）ベクト

ルをσ”，ゴ番目の対角要素をバとする対角行

列をT”とすると，内外の価格は

　　　　　　ρ”＝　（1【十コ［”）9”　　　　　　　　　　（2）

によって結びつけられる．さらに，〃’，〃”を

S’，S”の均衡生産量ベクトル，α’，α”を同じく

初期保有（賦存）量ベクトル，εダ，θ”を超過需要

量（純輸入量）ベクトルとすると，

　　　　　　　2’＝」じ’一〃〆一α’　　　　　　　　　　（3）

　　　　　　θ”幕乙じ”一〃”一α”　　　　　　　　　　（4）

と書くことができる．もしある財が非貿易財で

あれば，その超過需要量はいつでもぜロとなる．

国際収支が均衡するものとして，

　　　　　　　　σ”¢”ニ0　　　　　　　　　　　　　（5）

と仮定する．S’とS”の間に初期保有に変わり

がない（　’　　　　　〃α＝α）とすると，（2），（3），（4）から

　　ρ”灘”一ρ”」じ’一4”（〆一θ’）

　　　＋〆’T”（〆一θ’）＋ρ”（〃”一の　　　（6）

という関係が導かれる．両状況の生産集合が同

一で，企業が利潤を最大にするように行動して

いるとすれば，ρ”〃”≧ρ”〃’となるので，次の命
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題が得られる．
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3．無差別主義

　厚生比較定理：同一の初期保有と生産隼合を

持つ2つの状況S”，S’を考える．　S”が5’に

くらべて経済厚生上潜在的にすぐれている（も

しくは劣っていない）と言えるための十分条件

は，各状況における所得分配の如何にかかわら

ず

　　　σ”（¢”一θつ一ト（1”7「ノ’（θ”一ε’）⊇≧0　　　　（7）

が成り立つことである．

　条件（7）の左辺第1項は，（5）からS’からS”

に移行することにともなう交易条件の変化を示

すものと解釈でき，第2項は状況S”の関税率

で評価した関税収入の変化にほかならない．前

者は交易条件効果，後者は関税収入効果と呼ば

れることがある．

　この命題については，次の2つの注意が必要

である．第1に，それが長期において成立する

定常均衡に限定して，2つの状態の厚生を比較

していることである．貿易自由化など，現実の

制度改革を評価するに当たってはある状態から

他の状態に移行する過程で生じる問題について

も配慮しなければならない．第2に，2つの状

況をもっぱら資源配分に関するパレート優越性

の基準によって比較していることである．条件

（7）はその意味で「潜在的な」経済厚生を比較す

る基準を与えているにすぎない．∫”がS”に

くらべて実際にすぐれていると言えるためには，

条件（7）に加えて，S”がS’に対して所得分配

の公平性の点でも劣っていないことが必要であ

る．公平性の比較については，一般に認められ

た基準があるとは言えない．多くの国で実際的

な租税原則として認められて巻た水平的公平

（horizontal　equity）と垂直的公平（vertical

equity）の基準は，曖昧ではあるが考慮に値す

るものである．一般に適切と考えられる所得再

分配が何らかの理由によって困難である場合に

は，資源配分の効率性を若干犠牲にしても，代

償的な措置が講じられる必要がある．

　各国の貿易政策は，その生産物やサービスの

自国への販売を抑制するため，また場合によっ

ては自国の生産物やサービスの外国市場での販

売を促進するために用いられる．そのための政

策手段としては，輸入数量制限，輸入関税，輸

出補助金，あるいはそれと同様な対外差別的効

果を持つ措置（非関税貿易障壁）がある．

GATT第1条（一般最恵国待遇）では各締約国

は他のすべての締約国に対して無差別に関税，

課徴金その他の国境措置を適用すべきこと，ま

た第3条（内国民待遇）では，各締約国は内国税，

内国課徴金その他の国内措置を内外無差別に適

用すべきことを規定している．関税その他の国

境における貿易障壁を無差別に引き下げても，

国境を越えて国内に輸入された産品が国内で流

通・販売されるにあたって国内産品と差別的に

扱われるようなことがあれば，貿易自由化の実

効はあがらない．その意味で，第3条の規定は

第1条のそれ，を補完するものである．これらの

規定をあわせて，無差別主義の原則を実効あら

しめるものと理解することができる．ただし，

GATTは数量制限については原則として禁止

するという立場をとりながら，関税ないしそれ

に準じる課徴金についてはその据え置きないし

引き下げを求めるにとどめている．つまり，関

税ないし課徴金という手段による対外差別的措

置については，その存続を容認していることに

注意しよう．

3．1　自由貿易命題

　関税，数量制限などの差別的規制は，国境を

越えて移動可能な財が各国で（輸送費・流通費

による差異を別にすれば）同じ価格で取り引き

されるという「一物一価」の法則の成立を妨げ

る．単純化のために，外部経済が存在せず，各

国のすべての市場で完全競争が行われているも

のとしよう．ある財ゴが財ノにくらべて自国で

外国より相対的に高い価格で取り引きされてい

るとすれば，財ゴの財ノに対する買い手の相対

的評価は自国で外国より高く，逆に財ノの財ゴ
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に対する相対的評価は外国で自国より高いと言

える．そのような場合，外国で財ガの使用量を

少し減らし財ノの使用量を少し増やすとともに，

自国で財」，財ノの使用量を同量だけ増減する

ことにより，両財の供給量を一定に保ったまま

で両国の経済厚生を高めることができる．この

結論はこれらの財が消費財であっても中間財で

あっても，あるいは生産要素であっても同様に

妥当する．したがって，国境を越えて移動可能

な財について「一物一価の法則」が国際的に成

り立っていない状態は「パレート最適」でなく，

資源配分の改善の余地があることを意味してい

る．換言すれ，ば，世界の資源配分がパレート最

適となるためには，国境を越えて移動可能なす

べての財・サービスについて一物一価が成り立

つことが必要である．

　逆に，一物一価が国境を越えて移動可能なす

べての財について成り立っていれば，世界の資

源配分はパレート最適になっていることも容易

に確かめられる．このことは，上記の厚生比較

の定理を世界全体の「国家連合」に適用するこ

とにより明確に示すことができる．S’が任意

の非自由貿易（何らかの貿易障壁が存在する）状

況，S”が自由貿易が行われている状況としよ

う．この場合，世界全体の「対外貿易」はゼロ，

したがってθ’＝θ”＝0となり，S”ではすべて

の財の価格は国際的に均等化するので，条件

（7）が成り立つことは明白である．したがって，

世界全体として見れば，自由貿易が行われてい

る状況は他のいかなる状況にくらべても経済厚

生上潜在的にすぐれ，ていると言える．

3．2最恵国待遇原則

　すでに指摘したように，GATT／WTOは一

定の制限条項のもとで関税の存続を容認してい

る．無差別主義の原則は，厳密な意味で各国の

内外での一物一価の即時的実現を要求するもの

ではない，そこで当面求められているのは，各

国が同一財に対してその輸出国の如何にかかわ

らず同一率の関税を適用し，いわば国境におけ

る一物一価を実現すること，そして完全な自由

貿易，すなわち各国内外での一物一価の実現に
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向けて漸進的に貿易障壁を低めていくことにす

ぎない，この点について，次の2つの事柄を区

別する必要がある．ひとつは，各国が同一財の

輸入に無差別に同一の税率を適用するという最

恵国待遇の原則，もうひとつは貿易障壁を一挙

に撤廃するのではなく，時間をかけて徐々に引

き下げていくという漸進的自由化の方針である．

このいずれにも経済学的な意味がある．

　最恵国待遇の原則は，各国が任意の財の貿易

に当たりすべての貿易相手国の中で最も低廉な

供給国から優先的に輸入し，最も高価な需要国

に優先的に輸出することを可能にする．換言す

れば，各国はこの原則のもとで，一定量の貿易

を最も効率的に実行することができるのである．

この点は，任意の一国に上記の厚生比較定理を

あてはめることによって証明することができる．

いまS’が貿易相手国ごとに差別的な関税を任

意に課している状況，S”が相手国を差別せず

に関税を課している状況とする．さらに，状況

S’の貿易量を所与として，これら2つの状況

の間ですべての財について同じ貿易量が達成さ

れるように，すなわちげ＝θ”となるように状

況S”の関税率が調整され，て㍉・るものとする．

このとき，条件（7）は等号で成立する．したが

って，一国がすべての財について一定の貿易量

を確保するという目的を達成するためには，最

恵国待遇原則にしたがって貿易相手国を差別せ

ずに関税を課することが最適である．

3．3　産業調整費用と漸進的自由化

GATT／WTOが漸進的な貿易自由化を支持

していることは，第2節で導入した厚生比較定

理が前提とするモデルだけでは理解できない．

そこでは，状況Sノと状況S”との潜在的経済厚

生が比較されているが，S’からS”への移行過

程で生じる費用は無視されているからである．

現実の貿易自由化を評価するにあたっては，そ

れにともなう移行過程の産業調整費用に正当な

考慮を払う必要がある．関税引き下げは国内相

対価格の変化を通じて比較劣位産業の縮小と比

較優位産業の拡大という形で産業構造の転換を

もたらす．その際に，縮小する産業での労働の
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解雇と資本設備の廃棄・売却，拡大する産業で

の労働の雇用・再訓練と資本設備の改修・拡張

のための調整費用（adjustment　costs）が発生す

る．そもそも貿易自由化のねらいは産業転換に

よる内外の資源配分の効率化を達成することに

あるのであるが，急激な構造転換は，短期的に

は労働，資本など生産要素の産業間再配分にと

もなう調整費用を激増させる．各産業の経営資

源が限られていることにより，これらの調整の

限界費用は一定期間中に必要な調整量の増加と

ともに急速に増加するからである．これに加え

て，短期間に大量の調整が必要とされるような

場合には，調整費用は禁止的に莫大なも』のとな

り，有能な労働の失業や有用な資本設備の遊休

といった事態が生じるかもしれない．これもま

た産業調整費用の重要な一部となる．漸進的な

貿易自由化はこのような産業調整費用を軽減す

るために必要であり，経済的に合理的なものと

して評価できる4）．

3．4例外規定

　WTO／GATTノレールには最恵国待遇原則に

対するいくつかの例外規定がある，輸出補助金

に対する相殺関税や反ダンピング関税，セーフ

ガード，地域経済統合の条件付容認や発展途上

国に対する特別待遇がそれにあたる．相殺関税，

反ダンピング関税，セーフガードは　急激な産

業転換にともなう調整費用を軽減したり，その

発生を予防するセカンドベストの施策として必

要とされる場合がある．発展途上国に対する一

般特恵制度（general　system　of　preferences）は，

垂直的公平の概念と国際的な所得再分配に要す

る政治的費用によって説明できる．途上国に存

在する多くの製造工業は幼稚産業であり，世界

経済全体としての資源配分の観点から何らかの

形でこれを助成することが望ましい．理想的な

条件のもとでは，そのような産業には生産補助

金を与えることがファーストベストであるが，

途上国政府にはそれだけの余裕がなく，先進国

政府も国内の政治的費用を考慮すればそのため

の援助を十分には行えないのが実情である．こ

のような場合には，先進国は途上国の当該産業
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に対して差別的に市場を開放することがセカン

ドベストの措置としての意義を持つ5）．地域経

済統合については節を改めて論じる．

4．地域経済統合

　産業調整費用の存在は，貿易自由化の実現を

たんに時間的に遅らせるだけでなく，空間的に

も遅らせる可能性がある．ある地域の国々の間

での貿易自由化はグローバルな自由化よりも調

整費用が少なくて済み，したがってより急速に

進めることが望ましいと判断されることがある．

たとえば，利用可能な生産技術や要素賦存の構

造が類似した国々の間の水平的統合は，大規模

な産業転換と調整費用をともなうことなく実現

可能である．その場合でも，産業内貿易の拡大

による消費の多様化，大市場の競争効果，規模

効果を通じたコストダウンなど，自由化のメリ

ットは十分にある．逆に経済構造が極端に異な

り，それぞれの比較優位財に完全特化している

ような国々の間の垂直的統合は，新たな産業調

整の費用がかからず，しかも比較優位の差異に

よる分業利益が大きいと考えられる．さらには，

地理的，文化的に近接し，経営資源や労働の国

際移動が容易な国々の間では，一国の比較劣位

産業の縮小によって排出された経営資源や労働

が他国の比較優位産業に大きな調整費用をとも

なわずに吸収されるかもしれない．この場合，

これらの生産要素の移動の自由化を含めた「よ

り深い統合」（deeper　integration）が意味を持つ

ことになる．このように，一部の国々の間で貿

易自由化をより急速かつ広範囲に達成すること

ができる場合には，最恵国待遇原則にとらわれ

てそれを妨げるのは得策ではない．

4．1関税同盟

　このように考えれば，GATT第24条が最恵

国待遇原則に対する例外として，一定の条件を

みたす自由貿易地域，関税同盟などを容認して

いるのは経済的にも当然のことと言えよう．そ

の条件の中で特に大切なのは，他の締約国に対

する関税その他の貿易障壁を従来より厳しくし

てはならないとする規定（第24条の5）である．
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この条件が何を意味するかは必ずしも明らかで

ないが，そのひとつの解釈は域外諸国との従来

の貿易量を以前と同一水準に保つように対域外

の関税を調整すると読むものである．この条件

をみたす関税同盟が世界の資源配分を改善する

ことがKemp（1964），　Vanek（1965）によって示

唆され，Ohyama（1972）およびKemp　and　Wan

（1976）によって一般均衡モデルに基づいて証明

された．近年，地域経済統合が世界中で活発化

していることもあり，この結果が学界で注目さ

れ，，Kemp・Wan定理として知られるようにな

った．McMillan（1993）はこの定理に依拠して，

域外諸国との貿易量を減らさないことを条件と

して明示するように第24条を改正することを

提案している．

　ここでは，域外諸国との貿易量を減らさない

という条件をみたす関税同盟および自由貿易地

域に厚生比較定理を適用して，その経済厚生効

果を明確にしたい．まず，関税同盟に関する

Kemp－Wan定理を確認しておこう，厚生比較

定理がその関税同盟参加国の国家連合に関する

ものとする．S’が関税同盟前の状況，　S”が同

盟後の状況に対応するものとする．同盟は対外

共通関税をすべての財について域外諸国との貿

易量を同盟前の水準に維持するように設定する

とすれば，ε’＝θ”となるから，条件（7）は等号

で成立する．このことから，加盟国全体の経済

厚生が増加することがわかる．自余の世界は仮

定によって影響を受けないから，この関税同盟

によって世界全体の資源配分が改善されると言

える．

4．2　自由貿易地域

　Kemp－Wan定理は関税同盟について妥当す

るものとされているが，自由貿易地域について

も同様のことが言えるであろうか，自由貿易地

域に参加する任意の加盟国に厚生比較定理をあ

てはめることにより，この疑問を肯定的に解く

ことができる．各加盟国はそれ’それの対域外関

税を域外諸国との以前の貿易量を不変に保つよ

うに調整するものとする。S’が自由貿易結成

前の状況，8”が結成後の状況とする．この国

7

の域内他国との均衡貿易量のベクトルを銑，

域外諸国との貿易量のベクトルを召。とすると，

θノ＝ε〆十θ。’，θ”＝師”十ε。”と書くことができ

る．自由貿易地域では域内貿易に対する関税が

撤廃されることを考慮すると，条件（7）は

　　　〆’（θ”一θ’）＋σ”Tl’（2。”一θ。り≧0

仮定によって，θ。’＝θ。”であるから，これはさ

らに

　　　　　　〆（6濯”一ε濯’）≧0

と簡単になる．各国が自由貿易地域に参加する

ことによって対外交易条件が不利化しない限り，

この不等式はみたされる．もちろん，自由貿易

地域に参加する各国の対外交易条件は有利化す

ることも不利化することもありうるから，この

条件がすべての参加国についてみたされるとは

言えない．しかし，参加国全体としては相互の

輸出入は相殺するから，この式の左辺を参加国

全体で集計するとゼロになる．同じことである

が，自由貿易地域全体としての交易条件は仮定

によって変化しない．交易条件が有利化した国

から不利化した国に適当な所得トランスファー

が行われるならば，すべての参加国の経済厚生

が増加することになる．いうまでもなく，自余

の世界の経済厚生は変化しない．

5．相互主義

GATT／WTO体制のもうひとつの基本理念

として，相互主義の原則があげられ，る．　その

根拠はGATT前文および世界貿易機関を設立

するマラケシュ協定の前文と，GATT第28条

の2に明記されている「相互的かつ互恵的な」

（reciprocal　and　mutually　advantageous）取り

決めないし交渉をが重要であるとする規定に求

められる．もっとも，相互主義の原則が，無差

別主義の原則とならんで，はたしてGATT／

WTO体制の基本原則として容認されるべきも

のであるかどうかについては異論がないわけで

はない．歴史的には，相互主義は保護主義者に

よって主張され，「不公正な」貿易相手国を罰す

るための口実に用いられたことが知られている．

たとえば，1890年の米国通商法では，相互主義

の理念に基づいて，米国の産品に「不平等で不
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合理」（unequal　and　unreasonable）な関税を課

していると判断される国々に対して大統領に懲

罰的な関税を課する権限を認めていた．しかし，

1934年通商法以後の時期には，相互主義の原則

が最恵国待遇原則と併用されることにより，多

国間の貿易自由化を推進するために重要な役割

を果たしうることが理解され，，尊重されるよう

になった．こうした米国における認識の変化が

GATT／WTOで相互主義の原則が採用された

背景にあることは間違いない，（Goldstein
（1993）参照）．

5．1関税交渉の互恵性

　一国による関税引き下げが交易条件の不利化

を通じて潜在的厚生の低下を招くような場合，

その一方的，自発的な実施は一般に期待できな

い．むしろ，その国は関税引き上げへのインセ

ンティブを持つであろう．各国が非協力的に行

動すれば，ナッシュ流の不効率な関税均衡（囚

人のジレンマ）に陥ることが予想される．これ，

に対して，相互主義が最恵国待遇条項とともに

関税その他の貿易障壁の引き下げに適用される

原則として用いられるならば，その取り決めは

互恵的で，しかも他国にも好影響を及ぼすもの

となることが期待される．つまり，相互主義は

各国に貿易障壁引き下げへのインセンティブを

与える仕掛けとして評価できるのである．

　厚生比較定理を用いてこの点をより明確にし

よう．多国間交渉（ラウンド）の場で，多数の2

国間門税引き下げが同時かつ並行して実施され

るものとする．条件（7）を任意の交渉参加国に

適用し，S’が関税引き下げ前の状況，　S”は引

き下げ後の状況とする．どの2国間においても

関税引き下げが相互主義に基づいて「同程度」

になされ，，最恵国待遇原則が遵守されるとすれ

ば，各国の対外交易条件にあまり変化しないは

ずである．関税引き下げの交易条件効果が無視

可能（σ”（2”一召’）＝0）であるとすると，（7）は

　　　　　　σ”7v’（ε”一θ’）≧0

と単純化される．関税が引き下げられた品目の

対外貿易量は通常増加するので，この条件が各

参加国についてみたされることはほぼ確実であ
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る．つまり，このようにデザインされた多国間

交渉はすべての参加国の経済厚生を高める蓋然

性が高いと言える6）．この結論は，ケネディ・

ラウンド以来行われてきた一括関税引き下げ交

渉についても同様に妥当するη．

5．2　過渡期の失業

　以上の分析では度外視されているが，相互主

義に基づく2国間の関税引き下げは，産業転換

にともなう過渡期の失業を節約する効果もある．

ここでは，簡単な貨幣経済モデルによってこの

ことを例解しよう．すでに一国の関税が一方的

に引き下げられた場合，外国製品の国内価格は

低下し，国内代替品に対する需要は減少し，貨

幣賃金が硬直的であれば，その産業の労働需要

は減少する．このようにして生じた余剰雇用者

は長期的には貨幣賃金の調整を通じて他の産業

で活用されると期待されるが，短期的には失業

する．また，外国製品の輸入価格は上昇し，交

易条件が悪化する．これに対して，外国ではこ

の国に対する輸出が増え，失業が減り，交易条

件が有利化するなどの利益が生じる．しかし，

国際関係の現状では，国際的な所得のトランス

ファーは困難であり，関税引き下げ国の失業増

加や交易条件の悪化という形で生じる社会的費

用は，もっぱら自己の負担となる．したがって，

各国の自発的，一方的な自由化を期待すること

は短期的にも現実的でない．しかし，この国の

輸出品に対して貿易相手国が同時に同程度の関

税を引き下げるとしたらどうであろうか．その

外国需要嫁短期的にも増大し，その輸出価格は

上昇し，輸出産業の労働需要の増大を誘発する．

その結果，輸入競争産業で生じた失業はすみや

かに輸出産業に吸収される蓋然性が高くなる．

このように，相互主義的な貿易障壁の撤廃は，

短期的にも交易条件をほぼ一定に保つとともに

各国で生じる失業を抑制する効果がある．

5．3例外規定

　相互主義のもとでの2国間交渉が世界資源の

効率的利用に貢献するという認識は一般的なも

のではない．相互主義の原則についての通説的
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な理解は，貿易自由化のフリーライダーを排除

し，それにともなう産業調整コストを各国に公

平に負担させるためのノレールというものであ

る8）．もちろん，そのような解釈も誤りではな

い．その場合，それは水平的公平の要請にこた

えるものとして正当化される．しかし，垂直的

公平の観点からすれば，この原則はすべての国

に一律に適用されるべきではない．貿易自由化

のコストは富める先進国に重く，貧しい開発途

上国には軽くすることが望ましいからである．

とはいえ，途上国が直接負担せざるを得ない産

業調整コストを補償する先進国からの所得トラ

ンスファーは政治的に困難である．GATT36

条で開発途上国に対しては相互主義を期待しな

いとしているのは，垂直的公平に配慮して設け

られた，国際的な所得トランスファーに代わる

セカンドベストの代償措置と見なすことができ

る．

6．おわりに

　GATTが長期にわたって存続し，成功を収

めてWTOに発展したのは，その基本的なルー

ルが多くの点ですぐれたものであったことによ

ると考えられる．経済学的には，GATT／

WTOの目的は，国境での貿易障壁を軽減・撤

廃することを通じて，究極的にはグローバルな

自由貿易を実現することと解釈できる．輸送

費・流通費などによる差異を別とすれば，グロ

ーバルな自由貿易はすべての移動可能な財・サ

ービスについて一物一価の法則を成り立たせ，

世界資源の効率的な利用を実現すると考えられ

る．本稿で明らかにしたように，GATT／

WTOの基本原則である無差別主義（最恵国待

遇原則）と相互主義は，互恵的かつ効率的な取

り決めを支持するという意味で貿易自由化交渉

のルールとしてすぐれている．とはいえ，貿易

自由化にともなう短期的な産業調整費用を考慮

すれば，一挙にグローバルな貿易自由化を実行

することはかえって望ましくない．産業調整費

用が重要であるという認識に立てば，GATT／

WTOが関税の存続を認め，漸進的な貿易自由

化を支持していることや，域外諸国との貿易を

9

阻害しないという条件のもとで自由貿易地域，

関税同盟などの地域経済統合を容認しているこ

とも賢明な態度として評価できる．

　近年，ますます緊密化しつつある国際経済関

係を背景として，環境基準，労働基準，独占禁

止政策などの国際的相違が問題にされ，その解

消，すなわち国内規制の国際的「同一化」（har－

monization）の必要性が論じられるようになっ

た9）．紙幅の関係上詳しく論じることはできな

いが，GATT／WTOとの絡みでは，それは経

済力に格差のない国々の間で同程度に市場を開

放し合うことが「公正」（fair）であるとする主張

となる．この考え方は，スポーツとの類推で平

坦な競技場（1evel　playing　ground）の原則と表

現されることもある．その背後には，環境ダン

ピングや社会的ダンピングに対して輸入制限を

正当化しようとする，新しい衣をまとった古い

保護貿易主義の姿が見え隠れする．経済学的に

は，平坦な競技場の比喩は正確ではない．そこ

で考えられているゲームのプレイヤーは主とし

て企業であるが，真のプレイヤーは企業ではな

く国家であり，経済学的には国家の利得関数は

あくまでも究極の経済主体である消費者のそれ

を反映するものでなければならないからである．

　経営資源であれ労働であれ，それらが国際的

に移動する財であれば，その価格，したがって

それに影響する国内規制が国際的に同一化する

ことは世界の資源配分上望ましいと言える．地

球環境を汚染する公害もまた，国境を越えて移

動する「負の財」（bads）であり，その世界全体

としての排出量を規制することが必要である．

その場合，排出権の価格も国際的に同一化する

ことが望ましい．しかし，このことは，何らか

の「公正性」（fairness）を実現するための方途で

はなく，資源配分の効率性を確保するための要

件として理解され，るべきである．さらに，いく

つか注意すべきことがある．第1に，自然の理

由によって国際的に移動しない，あるいは何ら

かの経済外的な理由によって移動すべきでない

と判断される財・サービスについては，同一化

は必要ではない．第2に，同一化にともなう産

業調整費用が大きい場合には，その実現を急ぐ
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べきではない．第3に，環境規制や労働規制の

同一化は国際的な所得分配に「不公正な」影響

を及ぼす可能性がある．そのような場合には，

何らかの代償措置を講じる必要がある．新時代

のWTOのひとつの課題は，これ，らの点に配慮

しつつ，他の国際機関と連携・協力しながら選

択的，漸進的に国際的同一化の実現をはかるこ

とにあると言えよう．同時に，環境や労働の保

護を名分とする保護貿易措置を安易に容認せず，

むしろできるだけ抑制することもその重要な責

務である．

　　　　　　　　　　　（慶雁i義塾大学経済学部）

　注

　＊　1998年10月21日，一橋大学経済研究所で開か

れた研究会で本稿の趣旨を報告する機会を与えられ，

参加者から多くの有益なコメントを得ることができた．
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